
Munich Personal RePEc Archive

Re-verification on the structure of

standard fiscal needs: Evidence from

Japanese prefectural data

Hirota, Haruaki and Yunoue, Hideo

Musashi University, University of Hyogo

8 January 2015

Online at https://mpra.ub.uni-muenchen.de/61221/

MPRA Paper No. 61221, posted 11 Jan 2015 14:52 UTC



基準財政需要額の算定構造の再検証 ※ 

―都道府県パネルデータによる実証分析― 

広田啓朗 †  

湯之上英雄 ‡ 

 

＜概要＞ 

 本稿では、都道府県を対象として、先行研究と比較する形で一人当たり基準財政需要額

と人口規模の構造についてパネルデータを用いて検証することを目的としている。各団体

の普通交付税額の算定の際に重要となる基準財政需要額は、各団体の現実の財政需要をき

め細かく反映するため、毎年度大きく変化していることはよく知られている。日本の地方

財政が、地方交付税制度に大きく依存している現状を考慮すると、基準財政需要額の算定

構造が時間の経過とともに変化していることも考えられる。 

 固定効果推定を用いた分析の結果、時間を通じた変化を考慮すると、先行研究とは異な

り右下がりもしくは山型の構造を持つことが確認できた。本稿の分析により、クロスセク

ションデータを用いた先行研究では、固定効果として捉えるべきデータの影響を人口規模

の効果として推定していた可能性を示すことができた。 
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Abstract 

  This paper analyze the structure of the standard fiscal needs (SFN) of local 

allocation tax grants in Japanese prefectural data. The previous works on SFN 

reported that the scale effect of SFN (a U shaped per capita SFN curve) are observed 

in Japan. We mainly showed the per capita SFN has the structure of cubic function 

for the population term. The per capita SFN of small and large prefectures increase 

more rapidly than ordinary prefectural governments.  
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1. はじめに 

普通交付税の配分メカニズムを明らかにする分析の一つとして、基準財政需要額の算定

構造の分析は、1980 年代頃から盛んに取り組まれてきた。中井(1988a)が述べているよう

に、基準財政需要額の算定構造を定量的に分析する目的は、地方交付税制度が国・地方公

共団体の財政運営において大きな役割を担っているため、普通交付税の配分メカニズムを

明らかにすることは、地方交付税制度のあり方を論じるために重要となるからである。 

基準需要額の算定構造を定量的に分析した代表的な研究は、貝塚・本間・高林・長峯・

福間(1986, 1987)、中井(1988,2007)、林(1987)、長峯(2000)、門前・福重(2002)、 井堀・

岩本・河西・土居・山本(2006)等があげられる。貝塚他(1986)では、地方交付税制度の財源

保障機能の分析のため、各地方公共団体の基準財政需要額に注目して、基準財政需要の総

額や一人当たり基準財政需要額について人口と面積の二次式で推定をおこなっている 1。

貝塚他(1986)で記述されているように、基準財政需要額の算定において、測定単位として

人口や面積が多く使用されており、基準財政需要の総額に与える影響力は大きいと考えら

れる。一人当たり基準財政需要額は、U 字型の関係を示している。さらに、1972 年度から

1983 年度にかけて、一人当たり基準財政需要額は、物価上昇や政府規模の拡大という要因

により定数項のみが上昇していると述べている 2。 

中井(1988)は、対象を全市町村に拡大して基準財政需要額の算定構造の分析を包括的に

おこなった先駆的な研究である。一人当たり基準財政需要額の分析では、1970 年度と 1975

から 1984 年度を対象として推定をおこなっている。推定結果は、人口について U 字型の

構造になることを明らかにした。特に、U 字型の逓減領域では、人口規模拡大に伴う段階

補正の効果がある一方、逓増領域では公共サービスの質・量および権能差を考慮した普通

態容補正の効果であることを指摘した 3。一人当たり基準財政需要が最小になる人口規模

1 分析では、コントロール変数として、65 歳以上人口割合や第三次産業割合も用いて推定している。

その他、一人当たり基準財政収入についても同様の分析をおこなっており、人口に関して対数線形の関

係にあることを明らかにしている。 
2 長峯(2000)は、貝塚・他(1986,1987)を踏襲した一人当たり基準財政需要額の推定を 1993 年度のデー

タを用いておこない、人口と面積の両変数において U 字型の構造を持つことを示した。土地開発基金費

等を含む公債費等では一人当たり基準財政需要額の構造変化があることを指摘した。門前・福重(2002)
では、一人当たり基準財政需要額、一人当たり基準財政収入額、国庫支出金の決定要因について推定し

ている。1997 年度の市町村データを用いた分析結果により、町村においては、人口規模の拡大により急

速に地方交付税が減少するため、合併のインセンティブがないことを明らかにした。市については、人

口規模が拡大したとしても補助金が減少する可能性があるため合併のインセンティブがないことを指摘

した。井堀他(2006)では、2005 年度の都道府県・市町村データを用いて基準財政需要額の総額について

推定をおこない、人口と面積は正に有意な結果を得ている。 
3 段階補正とは、人口などの測定単位の多少による行政経費の増加・減少を算定するものであり小規模

団体は相対的に高い補正率を用いて計算され、測定単位が大きくなるほど段階的に下がるよう補正され
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は約 30 万人であり、それを超えると逓増傾向であることを示した 4。 

林(1987)では、東京都を除く、46 道府県を対象とした一人当たり基準財政需要額の推定

では、1965、1970、1975、1980 年度のクロスセクションデータを用いている。その結果、

人口については、U 字型の構造を確認した。だが、1980 年度は、人口のみ負に有意とな

り、右下がりの関係を示している。また、人口増加割合と人口密度が高い道府県ほど一人

当たり基準財政需要額が低く算定されることから、経済力が弱い地方公共団体に有利にな

るように基準財政需要額が算定される傾向を指摘している。 

また、吉村(1999)、林(2002)、古川(2012)など、多くの先行研究は、地方公共団体におけ

る一人当たり歳出と人口の関係においても U 字型の構造を持つことを指摘した。この構造

は、多くの地方公共団体が地方交付税制度に依存する現状を反映した結果と考えられる。 

しかし、30 年以上にわたり、一人当たり基準財政需要額及び一人当たり歳出と人口の関

係は、U 字型構造を示したことに対して、近年、一人当たり歳出と人口の関係は、必ずし

も U 字型とならない推定結果が得られている。湯之上・倉本・小川(2009)では、都市の一

人当たり歳出を推定する際、普通交付税の交付・不交付団体を区別した結果、交付団体は

U 字型の構造を確認することができるが、不交付団体は人口規模に関してフラット型にな

ることを指摘した。広田・湯之上(2011,2013)では、市町村の一人当たり歳出と人口の関係

について、パネルデータを用いた固定効果推定の結果、逆 U 字型の構造を確認している。 

日本の地方財政が、地方交付税制度に大きく依存している現状を考慮すると、こういっ

た歳出構造の変化の要因の一つは、個々の地方公共団体が受け取る普通交付税額の変化に

よるものだと考えられる。各団体の普通交付税額の算定の際に重要となる基準財政需要額

は、各団体の現実の財政需要をきめ細かく反映するため、毎年度大きく変化していること

はよく知られている。井堀他(2006)では、毎年度の地方交付税額の変動に対する寄与のう

ち、基準財政需要額の変動の寄与が大きいこと、特に、個々の都道府県の基準財政需要額

る。態容補正とは、地方公共団体の都市化の程度などの経費の差を算定するものであり、普通態容補

正、経常態容補正、投資態容補正に分けられる。普通態容補正では、人口集中地区人口や行政権能の差

などが勘案される。 
4 中井(1988)では、基準財政需要額の行政費目別の推定に取り組んでいる。人口規模に関する構造は、

費目ごとに U 字型、逓減型、逓増型の 3 つに類型化できるとしているが、経常的経費や投資的経費は

1970 年から 1985 年までは U 字型の構造であることを確認している。中井(2007)では、中井(1988)に追

加する形で、1970 年代から 2000 年代までの市町村・都道府県のデータを用いて一人当たり基準財政需

要額の構造を検証し、U 字型の構造を報告している。都道府県に関しては、1970 年代以降に構造が変化

し、2001 年度では逓減型の右下がりの関係を持つことを指摘した。人口規模の小さい鳥取県や島根県に

ついては、1960 年度と比較して 2001 年度には一人当たり基準財政需要額が大きく上昇したことから、

逓減型の傾きが大きくなる点も指摘した。 

4 
 

                                                   



の変動が、地方財政計画に基づき決定される地方交付税の総額の変動に左右されているこ

とを指摘している 5。また、単位費用の引き下げや段階補正の見直し等、この数十年間に

おいて、様々な形で基準財政需要額の算定方式に変更が加えられてきた。これらの変化を

考慮すると、先行研究で長らく指摘されてきた、一人当たり基準財政需要額と人口の U 字

型構造に変化が起きている可能性も考えられる。 

従って、本稿では、都道府県を対象として、先行研究と比較する形で一人当たり基準財

政需要額と人口規模の構造についてパネルデータを用いて検証することを目的とする。 

 

2. データ 

本節では、分析で使用したデータについて簡単に説明する。本稿では、先行研究との比

較のために、東京都を除く、1975 年度から 2010 年度の 36 年度分の 46 道府県データを用

いた。基準財政需要額のデータは、各年度の『地方財政統計年報』(単位：千円)を使用した。

人口は『住民基本台帳人口要覧』から各年度の数値を用いている。面積は国土地理院の『全

国都道府県市区町村別の面積』から各年度の数値を使用している 6。65 歳以上人口と 15 歳

未満人口は、各年度の『国勢調査』のデータを用いた。国勢調査実施年度以外は、総務省

統計局にある『人口推計』長期時系列データから補間補正人口を用いている 7。人口増加

割合は、前年度からの変化率を年度ごとに計算した。 

 

＜表 1 記述統計＞ 

 

 表 1 は推定に使用したデータの記述統計を掲載している。基準財政需要額の平均値は約

3400 億円となっており、最小値は約 510 億円、最大値は約 1 兆 3000 億円である。人口の

平均値は約 240 万人、最小値は 1975 年度の鳥取県の約 59 万人、最大値は 2010 年度の神

奈川県の約 890 万人となっている。 

 

＜図 1 一人当たり基準財政需要額の構造＞ 

 

5 特に、都道府県の場合、基準財政需要額の変動の寄与度は、基準財政収入額等の変動の寄与度と同等

以上であることを指摘している。 
6 都道府県の境界にまたがって境界未定となっている市区町村等の面積値は含まない。 
7 http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000000090004&cycode=0  
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 図 1 は、1975 から 2010 年度までのフルサンプル及び各年度における一人当たり基準財

政需要額と対数変換した人口をプロットしたものである。フルサンプルの散布図では、年

度を経るにつれて、人口についての基本構造は保ったまま、右上方にシフトしていること

がわかる。各年度において、一人当たり基準財政需要額は、人口規模に対して U 字型もし

くは右下がりの構造を持つことがわかる。また、各年度において、相関係数は約－0.8 から

－0.9 と強い負の相関関係を持つ。 

 

3. クロスセクションデータ分析 

本節では、都道府県の基準財政需要額に関する主たる先行研究である林(1987)の分析を

踏襲し、クロスセクションデータを利用して、一人当たり基準財政需要額と人口規模の構

造について追加的な検証をおこなうことを目的とする。推定では、対数変換した人口と人

口の二乗項を使用している。また、コントロール変数は、65 歳以上人口割合、15 歳未満

人口割合、面積と人口の比率で計算された人口密度、5 年ごとに計算した人口増加割合を

挿入している。林(1987)の分析結果では、各年度で人口規模に関する構造は U 字型となっ

ている。例えば、1965 年度の人口のパラメータから人当たり基準財政需要額が最小となる

人口規模を算出すると約 343 万人となる 8。1970 年度は約 501 万人、1975 年度は約 805

万人、1980 年度は約 2405 万人となっている。 

 先行研究を受けて、本節で用いる推定式は式(1)で示される。 

iipopRCipopipop

iareaipopipopi

popRCpoppop

areapoppopSFN

εβββ

βββα

++++

+++=

_1565

)ln())(ln()ln()ln(

_1565

2

2
(1) 

ni ,,1=  

)ln( iSFN は一人当たり基準財政需要額の対数，α は定数項， )ln( ipop と
2

))(ln( ipop は対

数変換をした人口の一乗項と二乗項， )ln( iarea は対数変換した面積である。 ipop65 は 65

歳以上人口割合、 ipop15 は 15 歳未満人口割合、 ipopRC _ は前年度からの人口の増加割

合を示す。 iε は通常の仮定を満たす誤差項である。推定は、1975 年度から 2010 年度まで

の 46 道府県のデータを用いて年度ごとに OLS による推定をおこなった。 

 

8 林(2002)では、経済学的意味において、一人当たり歳出が最小になる人口規模のことを最小効率規模

と呼ぶことを指摘しており、多くの先行研究で使用されてきた最適人口規模は必ずしも経済学における

最適性を意味していないことに注意するよう述べている。詳しくは林(2002)を参照されたい。 
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＜表 2 クロスセクションデータによる推定結果＞ 

 

 表 2 は、クロスセクションデータによる推定結果を示している 9。OLS による推定では、

各年度とも人口について U 字型構造を確認することができた。各年度において人口のパラ

メータから算出した最小人口規模は、約 600 万人から約 800 万人という結果になった。 

 面積については、全ての年度で正に有意な結果となった。面積の大きな道府県ほど一人

当たり基準財政需要額が増加することを示している 10。 

65 歳以上人口割合と 15 歳未満人口割合は正の符号を示しているが、年度によって統計

的有意性は異なる。65 歳以上人口割合は、1980 年度、1990 年度と 2010 年度以外は有意

な結果となっており、先行研究が指摘しているように、高齢者福祉の充実が基準財政需要

額の算定に反映されていることが近年も続いている可能性がある。 

人口増加割合は、2010 年度以外は負に有意な結果となっており、人口増加割合が増えれ

ば一人当たり基準財政需要額が低く算定される。 

本節の推定結果において先行研究と異なる点は、大きく分けて二点あげられる。第一に、

1975 年度から 1980 年度の推定において、人口と人口の二乗項に関するパラメータの大き

さが異なる点である。林(1987)では、説明変数に人口密度(面積/人口)と過去 5 年間の人口

増加割合を用いて推定している。本節の推定では、対数変換した人口、人口の二乗項と面

積を説明変数として使用しているため、人口密度は使用していない 11。また、人口増加割

合については、過去 5 年間ではなく毎年の変化割合を使用した。そのため、表 2 のパラメ

ータから算出される本節の最小人口規模は、先行研究と異なっている。 

第二に、U 字型構造の有無について違いがある。林(1987)では、1980 年度には U 字型

の構造が消滅し、人口規模が大きくなるほど一人当たり基準財政需要額が減少するという

右下がりの関係を示す結果であった。一方で、本節の分析では、1980 年度以降も人口と人

口の二乗項のパラメータは統計的に 1%水準で有意な結果を得ており、U 字型の構造を確

認することができた。これは、先行研究は通常の OLS を用いて推定しているが、本節の推

9 全ての年度において推定を実施したが、人口に関するパラメータは U 字型構造を持つことが確認され

ている。本稿では紙面の都合上割愛する。詳細は著者にお問い合わせ願います。 
10 推定では、貝塚・他(1986)と同様に面積の二乗項を入れた分析もおこなっている。90 年度から 2000

年度までは、いくつかの年度で面積についても U 字型の構造が確認できるが、多くの年度において道府

県データでは面積の 2 乗項は有意にならなかった。 
11 推定では、面積を除いて人口密度を用いて推定をおこなったが、統計学的な有意性に関して結果に

大きな影響はない。 
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定では Heteroskedasticity Robust Standard Error を用いて分析したことで得られた結果

と考えられる。よく知られているように、誤差項の条件付き分散が、不均一であるとき、

OLS で推定される標準誤差は望ましいものではなくなる。均一分散の仮定が成立していな

いとしても、OLS による推定値は不偏性・一致性をともに満たすため、パラメータの大き

さに影響が出ることは考えにくいが、統計学的な有意性に影響を与えることは考えられる。

本節の分析では、頑健な標準誤差を用いたため、統計的な有意性について、先行研究と異

なる結果を得ることができた。 

 また、表 2 のクロスセクション分析の結果を各年度で比較すると、人口についてのパラ

メータは大きく異なるものではないが、定数項のパラメータは大きく変化している。貝塚・

他(1986)では、年度を経るにつれて、一人当たり基準財政需要額が、人口についての決定

構造を変化させないまま、定数項部分だけを変化させて U 字型曲線をシフトさせているこ

とを指摘した。貝塚他(1986)では、一人当たり基準財政需要額のシフト要因として、年度

間の物価上昇および政府規模の拡大を反映していると述べているが、推定においてこれら

の要因を考慮するためには、パネルデータを用いた推定が必要となる 12。従って、次節で

は、パネルデータを用いて基準財政需要額の算定構造の検証を試みる。 

 

4. パネルデータ分析 

前節では、先行研究を踏襲する形で、クロスセクションデータによる分析をおこなった。

その結果、都道府県の一人当たり基準財政需要額の人口に関する構造は U 字型を持つこと

が示された。 

しかし、クロスセクションデータによる分析では，各都道府県が持つ地域固有の要因を

十分に捉えていると言うことは難しい。一人当たり基準財政需要額の構造に変化があった

都道府県は、その都道府県独自の要因なのか、それ以外の要因なのかは数年間のサンプル

をとらないと判断できない。都道府県ごとには異なるが時間を通じて一定となる説明変数

が観測できない場合や、都道府県ごとに相違はないが時間を通じて変わっていく説明変数

が観測できない場合は、欠落変数バイアスの問題が発生する。欠落変数の問題がある場合

は、OLS 推定量は一致性を持たない。従って、クロスセクションでも時系列でも対処する

ことが出来ない要因が含まれている場合は、パネルデータを使用することで、その問題の

12 貝塚他(1986)は、物価調整措置に対する部分もある一方で、基準財政需要額は平均的に地方交付税

額の増大に見合う形で引き上げられていると指摘している。詳しくは貝塚他(1986)を参照されたい。 
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一部を解決することができる。 

 そこで本節では、これらの問題に対処するために、パネルデータを用いた一人当たり基

準財政需要額の推定をおこなう。 

ittiitpopitpop

itareaitpopitpopit

gpoppop

areapoppopSFN

ετββ

βββα

+++++

+++=

1565

)ln())(ln()ln()ln(

1565

2

2
(2) 

ni ,,1= ， 2010,,1975 =t  

推定では、前節で使用した説明変数に加えて都道府県ごとの固定効果 ig 、ある時点で全

ての都道府県に共通する要因を表す時間固定効果 tτ を考慮する。 itε は通常の仮定を満たす

誤差項である。 

＜表 3 パネルデータによる推定結果＞ 

 

 表 3 の推定結果(1)には、人口の二乗項までを考慮した分析結果を記載した。まず、

Modified Wald 検定の結果、カイ二乗検定統計量は 1890.21 であり、自由度 46 のカイ 2

乗分布の上側 1%臨界値を超え、誤差項の条件付き分散は均一であるという帰無仮説が棄

却され、分散不均一の可能性が認められた。従って、推定では Heteroskedasticity Robust 

Standard Error を用いた。表 3 の推定結果(1)の説明変数については、統計学的に有意で

ないパラメータが複数確認されたため、赤池情報量規準(Akaike Information Criteria: 

AIC)を用いて選択をおこなった結果である。また、推定では、時間固定効果の必要性を確

認するため、年度ダミーについての Chow 検定を実施した結果、自由度(35,45)の F 統計量

は 5809.79 となり、上側 1%臨界値を超えるため、時間固定効果を考慮した結果を表に示

した。推定方法の選択については、プールした OLS と変量効果の選択では、Breusch-Pagan

検定により統計学的に 1%の有意水準で帰無仮説が棄却されたため、変量効果推定の結果

が支持される。固定効果推定と変量効果推定の選択では、Hausman 検定の結果、カイ二

乗検定統計量は 119.73 となり、自由度 39 カイ 2 乗分布の上側 1%臨界値を超えたため、

固定効果推定の結果が支持された。 

 固定効果推定の結果、人口の符号は正、人口の二乗項の符号は負に、いずれも有意に推

定されている。これは、道府県データを用いて一人当たり基準財政需要額と人口規模の関

係が U 字型であるとした林(1987)とは異なる結果であった。人口に関する係数は、これま

で指摘されてきた U 字型ではなく、右下がりまたは山型の形状を確認することができた。

推定結果により、一人当たり基準財政需要額が最大となる人口規模は、都道府県の人口が
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約 60 万人と算出される。小規模な団体は、人口増加とともに一人当たり基準財政需要額

は増加するが、人口が約 60 万人を超えると一人当たり基準財政需要額は減少する傾向に

ある。 

さて、ここで示した推定結果(1)は、推定に用いた変数が、人口、人口の二乗項、65 歳以

上人口割合のみであり、過少定式化の恐れがある。門前・福重(2002)では、市町村データ

を用いた分析において、人口や面積について三乗項までを想定すると、統計学的に有意な

結果が得られている。従って、本稿においても、基準財政需要額の算定の際、特に重要と

なる人口と面積について、非線形の関係を想定した推定をおこなう。 

表 3 の推定結果(2)及び(3)では、人口と面積について三乗項まで考慮した推定結果を示

している 13。まず、推定結果(2)は、人口の三乗項までと面積の一乗項を考慮した結果であ

る。固定効果推定に着目すると、人口の符号は正、人口の二乗項の符号は負、人口の三乗

項の符号は正となり、先行研究とは異なる結果を得ることができた。面積については統計

学的に有意な結果を得ることはできなかった。65 歳以上人口割合は、先行研究と同様に正

に有意な結果となっている。また、推定結果(1)とは異なり、15 歳以上人口割合が有意な結

果となった。 

表 3 の推定結果(3)では、人口と面積の三乗項まで想定した推定結果を示している。

Hausman 検定の結果、推定方法については、固定効果推定が支持される結果となった。

推定結果(2)と同様に、人口の三乗項までが全て統計学的に有意となるだけでなく、面積に

ついても、面積の符号は負、面積の二乗項の符号は正、面積の三乗項の符号は負という結

果が得られた 14。また、65 歳以上、15 歳未満人口割合についても、それぞれ正に有意な

結果が得られた。この結果は、林(1987)で指摘されているように、高齢化の進展にともな

い福祉サービスの充実が基準財政需要額の算定に強く反映されていた影響なのかもしれな

い 15。推定結果(2)と(3)にて尤度比検定を実施した結果、カイ二乗検定統計量が 47.98 とな

り、自由度 2 のカイ二乗分布の上側 1%臨界値を超えるため、推定結果(3)が支持された。 

また、本節では、人口について、より精緻な関数形の特定化を試みるため、ルジャンド

ル多項式(Legendre Polynomial)とエルミート多項式(Hermite Polynomial)という直交多

13 推定結果(2)では、Hausman 検定の帰無仮説は棄却できず、変量効果推定の結果が支持された。 
14 表 3 の推定結果(2)と(3)において、人口の三乗項まで考慮すると、OLS を用いた推定でも、人口に関

するパラメータの符号は固定効果推定と同じ符号を示している点は、新たに得られた知見である。 
15 補足的に、一人当たり基準財政需要額と 65 歳以上人口割合の相関係数を計算すると 0.84 と強い正

の相関関係を確認することができた。より詳細に検証するためには、基準財政需要額の行政費目別の算

定が必要になると考えられる。この点については今後の課題としたい。 

10 
 

                                                   



項式を用いた関数近似をおこなった 16。 

表 3 の推定結果(4)と(5)から、人口に関する符号については、一次式から三次式まで、推

定結果(3)と同じ符号を示しており、統計学的な有意性も確認することができた。最終的に、

AICを用いて推定結果を比較すると、表 3の推定結果(3)のAICは-7397.124、(4)は-7395.05、

(5)は-7397.053 となるため、最終的に表 3 の推定結果(3)を採用した。 

これらの推定結果は、都道府県パネルデータを用い、固定効果をコントロールしたこと

で得られた新たな知見である。先行研究において、人口に関する符号が U 字型に推定され

る理由は、クロスセクションデータで分析をおこなっていることから、固定効果の影響が

人口のパラメータとして推定されるためであると考えられる。 

 

＜図 2 人口との関係(推定値)＞ 

 

本節の推定結果を視覚的に示すため、図 2 の(a)では、人口の二乗項までを考慮した、表

3 の推定結果(1)の固定効果推定から、固定効果を抽出して人口との関係をプロットしたも

のを示した。固定効果と人口の関係は、人口の符号は負、人口の二乗項の符号が正という

U 字型の関係が確認できた。クロスセクションデータを用いた先行研究では、固定効果を

識別せずに推定を行っているため、こうした固定効果を人口の係数として推定している可

能性がある。 

式(3)は、固定効果を識別し、一人当たり基準財政需要額の推定値と人口との関係を示し

ている。 

    
2

2 )ln(ˆ)ln(ˆˆ)ˆln( itpopitpopit poppopNFS ββα ++=    (3) 

図 2 の(b)は、表 3 の推定結果(1)について、上記した式(3)により計算された一人当たり

基準財政需要額の推定値と人口の関係を示したグラフである。固定効果の影響が取り除か

れている点に注意が必要である。図 2 の(b)は、本稿の推定結果で明らかとなった、人口に

関する符号の結果を反映して、これまで先行研究で指摘されてきた U 字型ではなく、山型

のグラフとなっていることに注意しなければならない。 

16 直行多項式による関数近似は、福重先生と楠本先生のコメントによるものである。記して感謝の意

を申し上げたい。直交多項式とは、同一系列内の異なる多項式の内積が必ずゼロになる多項式系列のこ

とであり、線形関数よりもより広い関数空間の中で近似を探すものである。n 次までのルジャンドル多

項式は、𝑃𝑃𝑛𝑛(𝑥𝑥) = 12𝑛𝑛𝑛𝑛! 𝑑𝑑𝑛𝑛𝑑𝑑𝑥𝑥𝑛𝑛 (𝑥𝑥2 − 1)𝑛𝑛で示される。n 次までのエルミート多項式は、𝐻𝐻𝑛𝑛(𝑥𝑥) =
(−1)𝑛𝑛𝑒𝑒𝑥𝑥2 𝑑𝑑𝑛𝑛𝑑𝑑𝑥𝑥𝑛𝑛 (𝑒𝑒−𝑥𝑥2)で示される。 
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図 2 の(c)では、人口の三乗項までを考慮した、表 3 の推定結果(3)の固定効果推定から、

固定効果を抽出して人口との関係をプロットしたものである。固定効果と人口の関係は、

わずかに人口の符号は負、人口の二乗項の符号が正という関係が見られるが、ほとんど水

平な関係と言えるだろう。 

式(4)は、固定効果を識別した、一人当たり基準財政需要額の推定値と人口の三乗項まで

の関係を示している。 

3

3

2

2 )ln(ˆ)ln(ˆ)ln(ˆˆ)ˆln( itpopitpopitpopit poppoppopNFS βββα +++=       (4) 

図 2 の(d)は、表 3 の推定結果(3)について、上記した式(4)により計算された一人当たり

基準財政需要額の推定値と人口の関係を示したグラフである。図 2 の(d)は、人口規模が小

さな団体において、人口規模の増大にともない一人当たり基準財政需要額が増加した後に、

極値点を超えて逓減領域に入ることがわかる。さらに、ある程度人口規模が大きくなると、

再び一人当たり基準財政需要額は逓増領域に入るという構造を持つことを示した。 

 

5. おわりに 

本稿では、都道府県を対象として、先行研究と比較する形で一人当たりの基準財政需要

額と人口規模の構造についてパネルデータを用いた検証をおこなった。分析の結果、一人

当たり基準財政需要額と人口規模との関係では、先行研究と異なる結果が示された。先行

研究では、人口規模について U 字型の構造を持つことが指摘されていたが、固定効果推定

を用いて都道府県固有の効果や時間を通じた変化を考慮すると、先行研究とは異なり右下

がりもしくは山型の構造を持つことが確認できた。また、一人当たり基準財政需要額の増

加に対して、65 歳以上人口割合と 15 歳未満人口割合の増加が影響を与えていることが明

らかになった。本稿の分析により、クロスセクションデータを用いた先行研究では、固定

効果として捉えるべきデータの影響を人口規模の効果として推定していた可能性を示すこ

とができた。これらの分析結果は、パネルデータ分析を用い、固定効果をコントロールし

たことで得られた新たな知見である。 

都道府県に関する基準財政需要額の算定構造は、本稿の推定によって示されたように、

人口に関して右下がり、または、山型の構造を持つことが明らかになった。この結果は、

人口規模が小さい団体に有利になるように基準財政需要額が算定されてきた可能性を示し

ている。先行研究の分析結果を考慮すると、人口規模の増大にともなって、一人当たり基

準財政需要額が増加してきた団体として鳥取県や島根県があげられる。特に、島根県は、
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他団体と比較して、道路面積の増大が観察される。測定単位として用いられる道路面積が、

島根県の一人当たり基準財政需要額を増加させてきたことが、この算定構造の要因の一つ

として考えられる。さらに、数十年間にわたり、人口規模が増大してきた神奈川県の一人

当たり基準財政需要額が最低値を示し続けた点は、政令指定都市に 1956 年度に移行した

横浜市のみならず、1972 年度の川崎市、2010 年度に政令指定都市に移行した相模原市に

よる権能差の存在にあるものと考えられる。神奈川県は、この数十年間に大きく人口規模

が拡大した団体であると同時に、政令指定都市へ昇格した市の存在により、神奈川県が従

来受け持っていた公共サービスの一部が政令指定都市に移譲され、人口規模の拡大ほど一

人当たり基準財政需要額が増加しなかったのであろう。 

 本稿に残された課題は、固定効果推定では、観察不可能な各都道府県の地域特有の要因

や外生的要因が全て固定効果として推定されてしまう点である。本稿の分析で使用したデ

ータの期間は、36 年度分と長期にわたっており、基準財政需要額の算定に関わる制度や地

方財政制度そのものの変更が各都道府県に個別に与えた影響に対して十分に配慮できては

いない。また、高齢化の影響により、基準財政需要額のうち、どのような行政費目に変化

が起きたのか詳細な検証に取り組めていない。こうした制度変更や地域特有の事情が固定

効果として吸収されている可能性があるが、この問題については今後の検討課題としたい。 
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図 1 一人当たり基準財政需要額の構造 

 

図 2 人口との関係(推定値) 
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表 1 記述統計(1975 年度-2010 年度) 

 

表 2 クロスセクションデータによる一人当たり基準財政需要額(対数)の推定結果 

 

括弧内の数値は Heteroskedasticity Robust Standard Error である。 ***は 1%，**は 5%，*は 10%での有意水準である。 

変数名 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
基準財政需要額（千円） 1656 3.36E+08 2.28E+08 5.09E+07 1.33E+09

人口（人） 1656 2401864.00 1964107.00 586906.00 8885458.00

面積（km2） 1656 8137.42 11670.74 1858.00 83520.00

65歳以上人口（人） 1656 350170.20 284904.90 64720.00 1962748.00

15歳未満人口（人） 1656 439765.20 375336.90 76000.00 2170000.00

人口増加割合（%） 1656 0.00 0.01 -0.02 0.04

1975年 1980年 1990年 2000年 2010年
(1) (1) (2) (3) (4)

変数名 OLS OLS OLS OLS OLS

人口(対数) -4.005*** -3.778*** -4.677*** -4.975*** -4.435***

(0.540) (0.519) (0.599) (0.523) (0.475)

人口(対数)2乗 0.128*** 0.119*** 0.149*** 0.158*** 0.142***

(0.019) (0.018) (0.021) (0.018) (0.016)

面積（対数） 0.120*** 0.139*** 0.166*** 0.138*** 0.124***

(0.012) (0.010) (0.010) (0.017) (0.023)

65歳以上人口割合 2.165** 1.300 1.108 1.241** 1.941***

(0.841) (1.034) (0.859) (0.478) (0.644)

15歳未満人口割合 1.918*** 1.012 2.404*** 4.822*** 6.105***

(0.611) (0.788) (0.684) (1.117) (1.546)

人口増加割合 -8.456*** -6.675*** -11.029*** -16.701*** -15.592***

(1.634) (1.592) (2.314) (4.471) (4.785)

定数項 33.478*** 32.741*** 39.600*** 41.923*** 37.320***

(3.874) (3.744) (4.243) (3.799) (3.448)

観測数 46 46 46 46 46

R-squared 0.952 0.96 0.975 0.983 0.975

人口規模 627万人 783万人 654万人 687万人 605万人
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表 3 パネルデータによる一人当たり基準財政需要額(対数)の推定結果(1975 年度‐2010 年度) 

 

FE は固定効果推定、RE は変量効果推定、Pooled OLS はパネルデータを用いた最小二乗法による推定の結果を示している。AIC と対数尤度は FE によるものであ

る。括弧内の数値は Heteroskedasticity Robust Standard Error である。Breusch-Pagan 検定と Hausman 検定の数値はカイ 2 乗検定統計量(自由度)を示してい

る。***は 1%，**は 5%，*は 10%での有意水準である。 

(4) (5)

説明変数
FE RE OLS FE RE OLS FE RE OLS

説明変数
FE

Legendre

FE

Hermite
人口(対数) 1.889* 1.247 -1.955*** 48.863* 23.882 32.935*** 50.182** 27.097 21.590*** 人口(対数) 1次式 50.131** 25.060**

(0.974) (0.783) (0.115) (25.695) (17.065) (3.020) (23.737) (17.186) (2.999) (23.744) (11.867)

人口(対数)2乗 -0.071** -0.051* 0.058*** -3.287* -1.672 -2.422*** -3.374** -1.881 -1.628*** 人口(対数) 2次式 -2.247** -0.814**

(0.032) (0.026) (0.004) (1.728) (1.155) (0.208) (1.597) (1.161) (0.207) (1.065) (0.386)

人口(対数)3乗 0.073* 0.038 0.059*** 0.075** 0.043 0.040*** 人口(対数) 3次式 0.030** 0.009**

(0.039) (0.026) (0.005) (0.036) (0.026) (0.005) (0.014) (0.004)

面積（対数） 0.063 0.123*** 0.158*** -116.699** -1.128 -2.612*** 面積（対数） -116.700** -116.703**

(0.115) (0.029) (0.003) (44.435) (3.490) (0.522) (44.431) (44.432)

面積（対数）2乗 13.671** 0.101 0.283*** 面積（対数）2乗 13.671** 13.672**

(5.137) (0.374) (0.056) (5.136) (5.136)

面積（対数）3乗 -0.532*** -0.002 -0.009*** 面積（対数）3乗 -0.532*** -0.532***

(0.198) (0.013) (0.002) (0.198) (0.198)

65歳以上人口割合 1.753*** 1.539*** 4.077*** 1.441*** 0.948** 2.591*** 1.549*** 0.982** 2.593*** 65歳以上人口割合 1.549*** 1.549***

(0.512) (0.427) (0.190) (0.452) (0.419) (0.137) (0.442) (0.398) (0.137) (0.442) (0.442)

15歳以上人口割合 1.022*** 1.153*** 2.345*** 0.960*** 1.070*** 2.025*** 15歳以上人口割合 0.960*** 0.959***

(0.365) (0.375) (0.143) (0.347) (0.381) (0.133) (0.347) (0.347)

定数項 -8.509 -3.344 19.718*** -222.649* -86.481 -151.173*** 87.519 -120.961 -81.853*** 定数項 86.656 86.196

(7.446) (5.793) (0.813) (117.471) (77.245) (15.052) (188.394) (86.971) (15.093) (188.836) (188.915)

観測数 1,656 1,656 1,656 1,656 1,656 1,656 1,656 1,656 1,656 観測数 1,656 1,656

時間効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes 時間効果 Yes Yes

AIC AIC -7395.05 -7397.053

対数尤度 対数尤度 3741.525 3741.526

Breusch-Pagan検定 Breusch-Pagan検定 11706.09(1)*** 11706.17(1)***

Hausman検定 Hausman検定 140.91(6)*** 140.76(6)***

R-squared 0.995 0.958 0.996 0.986 0.996 0.987 R-squared 0.996 0.996

16422.14(1)***

119.73(39)***

(1)

3666.35 3717.573

-7353.146 -7397.124-7254.7

(2) (3)

11706.24(1)***

141.17(6)***

3741.562

 12002.89(1)***
4.79(39)
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